
19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

800,493,308 810,893,425 813,286,931 825,236,779 823,579,010

- - - - 1,390,205

- 734,874 1,304,120 1,030,652 420,049

800,493,308 811,628,299 814,591,051 826,267,431 825,389,264

- 783,199,336 762,370,867 集計中

- 96.50% 93.59% -

基準値 目標値

－ 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ 244 217 211 209 190 前年度以下

－ － － － －

基準値 目標値

－ 18年度 19年度 20年度 21年度 22年度 23年度

－ 320 290 278 261 258 前年度以下

－ － － － －

予算書との関係
・関連税制

本施策は、予算書の以下の項に対応しています。
（項）保険給付費：保険給付に必要な経費（全部）
（項）職務上年金給付費年金特別会計へ繰入：職務上年金給付費の財源の年金特別会計厚生年金勘定へ繰
入れに必要な経費（全部）
（項）職務上年金給付費等交付金：職務上年金給付費等交付金に必要な経費（全部）
（項）業務取扱費：保険給付業務に必要な経費（全部） ：労災行政情報管理システムの最適化実施に必要な経
費（全部）

測定指標

参考資料の情報
平成２２年度　脳・心臓疾患および精神障害などの労災補償状況まとめ
　ＵＲＬ：http://www.mhlw.go.jp/stf/houdou/2r9852000001f1k7.html

指標１
脳・心臓疾患事案の請求から

決定までの所要日数

実績値

年度ごとの目標値

指標２
精神疾患事案の請求から決定

までの所要日数

実績値

担当部局名 労働基準局労災補償部 作成責任者名 補償課長　河合智則 報告書作成日

年度ごとの目標値

執行率（％、d/(a＋b＋c)）

施策に関係する内閣の重
要政策（施政方針演説等
のうち主なもの）

施政方針演説等の名称 年月日 関係部分（概要・記載箇所）

－ － －

繰越し等（c）

合計（a＋b＋c）

執行額（千円、d）

施策の背景・枠組み
（根拠法令、政府決定、関

連計画等）

労災保険は、労働基準法に定める使用者の災害補償責任（第75条以下）を担保する制度であり、労働者の傷
病等のうち、業務上の事由等により生じたものに対して、労働者災害補償保険法に基づき必要な保険給付を実
施します。

施策の予算額・執行額等

※　「執行額」欄には、独法の運
営費交付金は含まない。

区分 24年度要求額

予算の
状況

（千円）

当初予算（a） 精査中

補正予算（b）

モニタリング結果報告書
（厚生労働省23（Ⅱ－２－３））

施策目標名 労働災害に被災した労働者等に対し、迅速かつ適正な労災保険給付を行う（施策中目標Ⅱ－２－３）

施策の概要
労働基準法に基づく使用者の災害補償責任を担保し、業務上の事由又は通勤による労働者の負傷、疾病、障
害、死亡等（以下「傷病等」という。）に対して迅速かつ公正な保護をするため、必要な保険給付を行います。


